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平成３０年（行ウ）第１８４号 環境影響評価書確定通知取消等請求事件 

原 告    １１名 

被 告  国（処分行政庁 経済産業大臣）    

 

証 拠 説 明 書（６） 

 

令和２年２月１０日 

 

大阪地方裁判所 第２民事部合議１係 御中 

 

原告ら訴訟代理人弁護士   池 田  直 樹 

     同       浅 岡  美 恵 

     同       和 田  重 太 

     同       吉 江  仁 子 

     同       金 﨑  正 行 

     同       杉 田  峻 介 

原告ら訴訟復代理人弁護士  喜 多  啓 公 

      同       與 語  信 也 
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頭書事件につき、下記のとおり証拠の説明をする。 

記 

号証 

証拠の標目 

作成日 

作成者 

（いずれも写し） 

立 証 趣 旨 

甲Ａ

３０ 

発電所設置の際

の環境アセスメ

ント迅速化等に

関する連絡会議

中間報告 

平成 24年 11月 25

日 

環境省・経済産業

省 

環境省と経済産業省で火力発電所リプレース等における環

境アセスメントの簡素化・迅速化等の検討のための連絡会の

中間報告。火力発電所リプレースについてだけでなく、新増

設についても、①新たに設置する設備がＢＡＴ２となってい

るか、②国等の計画との整合性がとれているか、という２つ

の観点を評価の軸とし、①及び②の扱いについて、今後検討

するとしたとの中間報告。３．（７頁）は火力発電所の新増

設でも、CO2排出が純増することを踏まえ、同様に適用する

としている。 

甲Ｂ

１３ 

欧米における粒

子状物質に関す

る動向について 

2013 年 

環境省 

米国は、ＰＭ２．５の環境基準を１９９７年に導入し、２０

０６年の環境基準改定によって、２４時間平均が３５μg/m3、
年平均が１５μg/m3に設定されたこと。 
ＷＴＯは、２００６年１０月、ＰＭ２．５に係る大気質指針を

公表し、２４時間平均が２５μg/m3、年平均が１０μg/m3に設

定されたこと。 

甲Ｂ

１４ 

ＰＭ２．５に関す

る先行的な環境

アセスメントの

ための手法と課

題 

2012 年 3 月 

環境省 

米国では、ＰＭ２．５についても、国家環境政策法に基づく

環境影響評価制度の中で環境影響評価が行われていること。 

甲Ｃ

４１ 

変化する気候下

での海洋・雪氷圏

に関するＩＰＣ

Ｃ特別報告書 
2019 年 9 月 24 日 

ＩＰＣＣ 

ＩＰＣＣが２０１９年９月に公表した海洋・雪氷圏に関する

特別報告書について、環境省による政策決定者向け要約（Ｓ

ＰＭ）について、環境省による仮訳（速報版）。世界全体の

海洋はほぼ確実に昇温しており、極地の氷床の消失、氷河の

消失、海洋の熱膨張により世界平均海面水位が上昇し、１０

０年に一度の極端現象が２０５０年までに１年に１度ほど

頻繁に起こるようになることなどが指摘されている。 

甲Ｃ

４２ 

ＩＰＣＣ特別報

告書「気候候変動

と土地」      

2019 年 8 月         

山ノ下麻木乃 

気候変動と人間の土地利用の関係について、２０１９年８月の

ＩＰＣＣ特別報告書「気候変動と土地」の政策決定者向け要約

を、ＩＧＥＳの山ノ下氏が和訳・紹介したもの。温暖化は砂漠

化、山林火災などによる土地の劣化、食糧安全保障に影響し、

気温上昇を１．５℃に抑えたとしても、食料供給が不安定にな

り、世界の食糧システムに問題が生じるおそれがあることなど

が指摘されている。 
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甲Ｃ

４３

の１ 

Emissions Gap 

Report 2019(抄) 

2019 年 11 月 

ＵＮＥＰ（国連環

境計画） 

国連環境計画による各国の温室効果ガス排出削減計画と現

状についての２０１９年１１月に発行された統合レポート

２０１９年版。 

・現時点での各国の削減約束に掲げる目標が達成されたとし

ても、３．２℃に至る可能性（６６％の確率）があり、気温

上昇を１．５度に抑制するために２９₋ ３５Ｇｔ作減量が不

足していること。２０３０年目標とのギャップを埋めるため

にはＮＤＣの引き上げが必要であり、日本について、ＣＣＳ

なしの石炭火力発電所の新設を中止し、既存火力発電所のフ

ェーズアウトのスケジュールを立、電力供給での脱炭素化を

含む戦略的エネルギー計画を立てることなどが指摘されて

いる。 

甲Ｃ

４３

の２ 

訳文 

2020 年 2 月 

浅岡美恵 

甲４３の関係部分の抄訳。 

甲Ｃ

４４

の１ 

判決 

2020 年 12 月 20

日 

オランダ最高裁 

オランダのＮＧＯが政府に２０２０年までに９０年比２５

～４０％策減を命じるよう求めた訴訟で、請求を認容したハ

ーグ地裁判決を支持したハーグ高裁判決に対する国の上告

を棄却し、控訴審判決を確定させた判決。危険な気候変動の

人の生命や幸福に対する危険は既に現実であり、切迫した危

険であって、人権侵害であること、国は国民を保護するため

適切で効果的な措置をとるべきとし、２０２０年までに少な

くとも２５％削減を命じた。 

甲Ｃ

４４

の２ 

判決仮訳 
2020 年 2 月 9 日 

浅岡美恵、一原雅

子 

甲４４の１号証判決本文（要旨を含む）の仮和訳文。 

 

 

 

以上 




